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告 示 

鳥取県告示第15号 

 土地改良法（昭和24年法律第195号）第67条第１項第１号に掲げる事由により、鷹狩土地改良区が解散したので、

同条第３項の規定により告示する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

                                                    

鳥取県告示第16号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定に基づき、国土交通省中国地

方整備局鳥取河川国道事務所長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条において

準用する同法第14条第３項の規定により告示する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 作業種類 公共測量（２級基準点測量、３級基準点測量及び３級水準測量） 

２ 作業期間 令和３年１月４日から同年３月15日まで 

３ 作業地域 八頭郡智頭町大字福原及び大字駒帰 

                                                    

鳥取県告示第17号 

 次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規定により告

示する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県西部総合事務所長 吉  村  文  宏 

１ 開発許可の年月日及び番号 

  令和２年８月17日 鳥取県指令第202000123935号 

２ 開発区域に含まれる地域の名称 

  境港市渡町字堀内 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

  境港市森岡町965－８ 

   河野 満、河野 直美 

                                                    

公 告 

林業種苗法（昭和45年法律第89号）第11条第１項の規定により、同法第10条第３項第３号イの生産事業者講習

会を次のとおり開催する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 受講対象者 

   配布の目的をもって種苗を採取し、又は育成する事業を行おうとする者 

２ 開催の日時及び場所 

  (１) 日時 令和３年２月26日（金）午前９時から午後４時まで 

  (２) 場所 鳥取市河原町稲常113 鳥取県農林水産部林業試験場 

３ 科目及び時間 

  (１) 種苗に関する法令        ２時間 

  (２) 種苗の産地及び系統に関する事項  ２時間 
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  (３) 種苗の生産技術に関する事項      ２時間 

４ 受講申込手続 

所定の受講申込書を令和３年２月５日（金）までに東部農林事務所八頭事務所、中部総合事務所農林局又は

西部総合事務所農林局若しくは日野振興センター日野振興局を経由して知事に提出すること。 

５ 受講手数料及び納付方法 

受講手数料は14,000円とし、その金額に相当する鳥取県収入証紙を受講申込書に貼り付けて納付すること。

この場合、消印しないこと。 

６ 携行品 

  筆記用具 

                                                    

調 達 公 告 

随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成

７年政令第372号。以下「政令」という。）第12条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 調 達 件 名 及 び 数 量  岡山縮退サイト再構築（第二期）の賃貸借業務 一式 

２ 契 約 方 式  随意契約 

３ 随意契約の相手方を決定  令和２年11月５日 

した日  

４ 契約の相手方の名称及び  株式会社鳥取県情報センター 

 所在地           鳥取市寺町50 

５ 契 約 金 額  63,624,000円（消費税及び地方消費税の額を含む｡） 

６ 随意 契約による理 由  随意契約の相手方と既に契約を締結した特定役務に関連して提供を受ける同種

の特定役務の調達をするものであり、随意契約の相手方以外の者から調達すると

その役務の便益を享受することに著しい支障が生じるおそれがあるため。（政令第

11条第１項第２号） 

７ 契約事務担当部局の名称   鳥取県総務部情報政策課 

及び所在地         鳥取市東町一丁目220 

                                                    

随意契約の相手方を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成

７年政令第372号。以下「政令」という。）第12条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 調 達 件 名 及 び 数 量  住宅地図データベース賃貸借業務 一式 

２ 契 約 方 式  随意契約 

３ 随意契約の相手方を決定  令和２年11月18日 

 した日 

４ 契約の相手方の名称及び  株式会社ゼンリン中四国自治体営業課 

所在地           広島県広島市東区光町一丁目10－19 

５ 契 約 金 額  月額531,300円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

６ 随意契約による理由  他の特定役務をもって代替させることができない特定役務の調達をするもので 

あり、当該調達の相手方が特定されるため。（政令第11条第１項第１号） 

７ 契約事務担当部局の名称  鳥取県警察本部警務部会計課 

 及び所在地         鳥取市東町一丁目271 
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一般競争入札により落札者を決定したので、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政

令（平成７年政令第372号）第12条の規定に基づき、次のとおり公告する。 

  令和３年１月15日 

鳥取県知事 平 井 伸 治 

１ 調 達 件 名 及 び 数 量  モバイル端末等機器賃貸借及び保守業務 一式 

２ 契 約 方 式  一般競争入札 

３ 落 札 日  令和２年12月３日 

４ 落札者の名称及び所在地  株式会社ソルコム鳥取支店 

               鳥取市岩吉166－２ 

５ 落 札 金 額  月額778,480円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

６ 入 札 公 告 日  令和２年10月23日 

７ 落 札 方 式  最低価格落札方式 

８ 契約事務担当部局の名称  鳥取県警察本部警務部会計課  

 及び所在地         鳥取市東町一丁目271 


